






　第１号様式（第６条第２項関係）

年 月 日

（あて先）　京都市長

設置者所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　

幼稚園名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

設置者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 年度　京都市幼児教育・保育無償化に係る私立幼稚園事務支援補助金交付申請書

記

交付申請額

金 円

　  標記について、京都市幼児教育・保育無償化に係る私立幼稚園事務支援補助金交付要綱
 第６条第２項に基づき、下記のとおり申請します。



第２号様式（第６条第３項関係）

年度　京都市幼児教育・保育無償化に係る私立幼稚園事務支援補助金対象経費内訳書

幼稚園名

補助申請額

ＡとＢを比較して少ないほうの額

円

0

＜事業に要した対象経費の額（上記Ａ）の内訳＞

対象経費の額（年額）

0

（※１）「事務職員に係る人件費」には，法定福利費の事業主負担分を含めることも可。

（※２）「対象経費の具体的な内容」は，以下の例を参考に具体的に記入すること。

　（例）事務職員に係る人件費の場合　・・・　専任の事務職員１名分に係る給与

　　　　業務委託費の場合　・・・　施設等利用費代理申請事務を外部業者（株式会社○○）に委託した経費

　　　　消耗品費の場合　・・・　領収証及び特定子ども・子育て支援提供証明書の用紙代

　　　　通信運搬費の場合　・・・　施設等利用費申請書等の郵送経費

　　　　管理用機器備品費の場合　・・・　施設等利用費の代理申請事務に要するパソコンの新規購入経費

＜基準額（年額）（上記Ｂ）の積算＞
金額

40,000

５歳児（※３） 人

４歳児（※３） 人

３歳児（※３） 人

満３歳児（※４） 人

40,000

（※３）３歳児～５歳児については，５月１日時点で在籍している園児数を記入すること。

（※４）満３歳児については，１月の始業日時点で満３歳に達している園児数を記入すること。

印刷製本費 

通信運搬費 

管理用機器備品費 

その他幼児教育・保育の無償化に係る事
務の遂行に当たり必要と認められる経費

合計

0

園児数
１ 園割 （１園当たり40,000円）

２ 園児割（１人当たり1,500円）

合計

事務職員に係る人件費
（※１）

業務委託費 

消耗品費 

基準額（年額）

Ｂ

円

対象経費の具体的な内容（※２）

対象経費（年間実支出額）
の

合計額の1/2
Ａ

円

0

対象経費の項目






